
県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

移住促進事業費
県内各地域の魅力を生かした個性的なライフスタイ
ルを発信するとともに、関係人口を創出して、県内
への移住を促進する。

・取材記事の作成及びウェブサイトへの掲
載（２月下旬～３月下旬予定）
・ウェブ広告（動画広告、バナー広告等）
の実施
・市町村への「移住・定住促進アドバイ
ザー」の派遣

・ウェブ広告（動画広告、バナー広告等）
の実施
・市町村への移住・定住促進アドバイザー
の派遣
・県HPの移住・関係人口コンテンツの充
実・強化

( 8,589 ) *2

移住等支援事業費

ちょこっと田舎・かながわライフ支援センターにお
いて移住相談等を行うとともに、市町村と関係人口
のマッチングを促進する。

・移住セミナーモデル事業の実施
・「ちょこっと田舎・かながわライフ支援
センター」事業実施業務委託
・移住セミナーの開催
・移住フェア（ふるさと回帰フェア）への
出展
・市町村連絡会の開催（３月下旬予定）

・「ちょこっと田舎・かながわライフ支援
センター」事業実施業務委託
・移住セミナーの開催
・移住フェア（ふるさと回帰フェア）への
出展
・市町村連絡会の開催

( 12,190 ) *2

安全・安心をもた
らす地域医療提供
体制の充実

「小田原市立病院と県立足柄上病院の連携と協力に
係る基本協定書」（市・県・県立病院機構）に基づ
き、県西地域における医療提供体制の充実を図り、
もって地域住民に、将来に渡り安全・安心で質の高
い医療を安定的に提供する。

・小田原市立病院及び県立足柄上病院間で
連携を図り、災害時等において県西地域住
民に必要な医療を提供するため、「災害時
における協定病院間の相互支援に関する協
定」を策定

・引き続き、地域住民に安全・安心で質の
高い医療を安定的に提供するため、２病院
間で更なる連携強化を図る。

○

ｍｅ－ｂｙｏエク
スプラザ運営事業
費

県西地域を「未病の戦略的エリア」としてアピール
していくため、核となる拠点施設、未病バレー「ビ
オトピア」内のｍｅ－ｂｙｏエクスプラザを運営す
る。

・未病バレー「ビオトピア」における
me-byoエクスプラザの運営

・未病バレー「ビオトピア」における
me-byoエクスプラザの運営

44,196

県西地域未病改善
実践普及事業費

未病バレー「ビオトピア」を核にした未病改善プロ
グラムの開発・提供を行うとともに、県西地域の未
病改善を実践できる体験施設や観光施設等に関する
情報を収集して発信する。

・ビオトピアや県西地域の未病センター等
を会場として、未病改善実践プログラムを
利用した「未病改善レッスン」の開催
・県西地域の「体験」をテーマとしたデジ
タルスタンプラリー、ウェブページ・ＳＮ
Ｓでの広報、ウェブ広告等の実施
・未病いやしの里の駅における普及・広報
の展開
・未病改善資源の回遊を促進するための
ウォーキングガイド・サイクリングマップ
（コースの追加）の作成・配布
・ウェブ広告やＳＮＳ等を利用したサイク
リングマップの広報
・地域イベントへの出展

・ビオトピアや県西地域の未病センター等
を会場にして、未病改善実践プログラムを
利用した「未病改善レッスン」の開催
・県西地域の「体験」をテーマとしたデジ
タルスタンプラリー、ウェブページ・ＳＮ
Ｓでの広報、ウェブ広告等の実施の実施
・未病いやしの里の駅における普及・広報
の展開
・未病改善資源の回遊を促進するための
ウォーキングガイドの作成・配布
・サイクリングスポットの候補地を情報収
集し、サイクリングの更なる普及・啓発を
展開
・地域イベントへの出展

17,983
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令和４年度に実施及び令和５年度に取組を予定・計画している県西地域活性化プロジェクト関係事業です。

※　プロジェクトに位置付けた事業を広くお示しするため、事業対象となる区域が県西地域に限定されていないものも記載しています。
※　プロジェクト分の金額や県西地域分の金額を区分できない事業については、括弧書きで事業費を記載しています。

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

広域案内板（未病
改善スポット案内
サイン）の設置

県西地域の観光客数や観光客の滞在時間の増、未病
の戦略的エリアとしての認知度アップのため、広域
案内板（未病改善スポット案内サイン）を設置す
る。

・大涌谷くろたまご館（箱根町）に設置
・令和３～４年度に設置した広域案内板の
効果を見た上で、今後の展開を検討

〇

未病対策普及啓発
事業費

県民が手軽に自らの身体の状態をチェックでき、専
門家のアドバイスが受けられるなど、県民の未病へ
の気づきや未病改善の実践を支援する場である「未
病センター」を活用した取組の充実を図る。

・県西地域における未病センターの新規認
証数0件
※県西地域における未病センター設置の認
証15箇所(R5.2月末現在)
・公共型未病センターへ健康支援プログラ
ムを提供

・未病センターの認証(申請があった場合)
・公共型未病センターへ健康支援プログラ
ムを提供

( 6,516 ) *2

未病コンディショ
ニングセンター
（仮称）機能実証
事業費

県民の未病改善の取組を推進するため、未病の状態
から医師等が運動や食事等の生活指導を中心とした
行動変容を促す「未病コンディショニングセンター
（仮称）」の機能の実証事業を行う。

・「未病コンディショニングセンター」機
能の実証を、県立足柄上病院で実施

・引き続き、県立足柄上病院で整形外科領
域において、「未病コンディショニングセ
ンター」の機能の実証事業を実施

( 23,449 ) *1

未病産業市場拡大
プロジェクト等推
進事業費

未病産業研究会を通じて産学公連携の強化及びビジ
ネスマッチングを実施するとともに、未病産業の創
出・拡大を図る。

・未病産業研究会の運営
・ME-BYO BRANDの認定
・市町村主催イベントにおける未病関連
ブースの出展
・ME-BYO STYLEの推進

・未病産業研究会の運営
・ME-BYO BRANDの認定
・市町村主催イベントにおける未病関連
ブースの出展
・ME-BYO STYLEの推進

( 17,642 ) *2

ME-BYOサミット神
奈川実行委員会負
担金

持続可能な健康長寿社会の実現に向けた産学公連携
の取組みを推進するため、市町村や企業等ととも
に、未病コンセプト及び未病指標の展開を図るシン
ポジウム等を開催する。

・国際シンポジウム「ME-BYOサミット神奈
川2022」を開催（ハイブリッド開催）

・産学公連携によるシンポジウム開催 ( 8,000 )

マグネット・カル
チャー推進費

「ともに生きる社会かながわ」の実現に寄与するた
め、高齢者が参加するシニア劇団の運営や公演、ダ
ンス企画の公演を実施する。（小田原シニア劇団、
チャレンジ・オブ・ザ・シルバー）

・小田原シニア劇団の運営（年間）
・小田原シニア劇団の公演実施（１月）

・小田原シニア劇団の運営（年間）
・小田原シニア劇団の公演実施
・チャレンジ・オブ・ザ・シルバーの公演
実施

( 75,000 ) *1 *2

公園利用促進事業
山北つぶらの公園、恩賜箱根公園、おだわら諏訪の
原公園における未病改善の場の提供や環境づくりを
行う。

・山北つぶらの公園、おだわら諏訪の原公
園、恩賜箱根公園において未病改善の場の
提供や環境づくりとなる公園の管理運営等
を実施

・山北つぶらの公園、おだわら諏訪の原公
園、恩賜箱根公園において未病改善の場の
提供や環境づくりとなる公園の管理運営等
を実施

○

県立足柄上病院と
地域の連携

県立足柄上病院において、地域の市町等との連携に
より、未病改善に関する普及啓発や未病改善を実践
する取組を推進する。

・「未病コンディショニングセンター」の
実証事業について、コミュニティ紙などに
よる周知を実施

・未病に関する普及啓発の実施 ○

②
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病
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善
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立
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

循環型社会の実現
「廃棄物ゼロ社会」を基本理念に掲げ、県民、事業
者、市町村と力を合わせ、環境への負荷をできるだ
け低減する循環型社会の実現に向けて取り組む。

・県と市町の連携による監視パトロール、
委託による夜間休日の監視パトロールの実
施、監視カメラの設置等による不法投棄監
視活動の実施
・県、市町及び（公財）かながわ海岸美化
財団の連携協力による海岸清掃の実施や海
岸におけるごみの持ち帰りの周知啓発によ
る海岸美化等の推進
・かながわクリーン運動の提唱による市町
や民間企業等の美化活動の推進

・県と市町の連携による監視パトロール、
監視カメラの設置等による不法投棄監視活
動の実施
・県、市町及び（公財）かながわ海岸美化
財団の連携協力による海岸清掃の実施や海
岸におけるごみの持ち帰りの周知啓発によ
る海岸美化等の推進
・かながわクリーン運動の提唱による市町
や民間企業等の美化活動の推進

4,307 *2

かながわスマート
エネルギー計画推
進事業費

太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー等の
導入加速化、水素エネルギーや電気自動車（ＥＶ）
などの導入拡大及び省エネルギーの促進並びにス
マートコミュニティの形成に資する設備等の導入に
対して補助する。

・自家消費型の太陽光発電等の導入に対す
る補助の実施
・初期費用ゼロで住宅に太陽光発電を導入
する事業（住宅用０円ソーラー）に対する
補助の実施
・太陽光発電・蓄電池の共同購入事業の実
施
・共同住宅への自家消費型の太陽光発電及
び蓄電池の導入に対する補助の実施
・ＺＥＨ、ＺＥＢの導入や既存住宅の省エ
ネ改修工事に対する補助の実施
・小売電気事業者が地域の住宅や事業所等
に設置された太陽光発電等から電力を調達
し、地域に供給する事業に対する補助の実
施
・ガスコージェネレーション等の導入に対
する補助の実施
・電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブ
リッド自動車（ＰＨＶ）やＥＶ等と建物の
間で充給電を行うＶ２Ｈ設備の導入、ＥＶ
等の充電設備の整備に対する補助の実施
・燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の導入や、
水素ステーションの整備に対する補助の実
施
・バーチャル・パワー・プラント（ＶＰ
Ｐ)を形成する事業に対する補助の実施

・自家消費型の再生可能エネルギーの導入
に対する補助の実施
・初期費用ゼロで住宅に太陽光発電を導入
する事業（住宅用０円ソーラー）に対する
補助の実施
・太陽光発電・蓄電池の共同購入事業の実
施
・共同住宅への自家消費型の太陽光発電及
び蓄電池の導入に対する補助の実施
・ＺＥＨの導入や既存住宅の省エネ改修工
事に対する補助の実施
・ガスコージェネレーション等の導入に対
する補助の実施
・事業用の電気自動車（ＥＶ）やＥＶ等と
建物の間で充給電を行うＶ２Ｈ充給電設備
の導入、ＥＶ等の充電設備の整備に対する
補助の実施
・燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の導入や、
水素ステーションの整備に対する補助の実
施
・バーチャル・パワー・プラント（ＶＰ
Ｐ)を形成する事業に対する補助の実施

( 1,837,611 ) *2

③
持
続
可
能
な
循
環
型
の
地
域
づ
く
り

3 / 12 



県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

地球温暖化対策普
及推進費

「マイエコ10宣言」の普及を図るなど、脱炭素に資
するライフスタイルの転換を促す。

・県ＨＰやエコ10だより等の各種広報媒体
やイベント等を通じて、マイエコ10宣言の
普及を図るとともに、地球温暖化防止活動
推進員の活動を支援するため、ボランティ
ア保険に加入
・九都県市共同によるキャンペーンや、省
エネ家電への買替の普及啓発ポスター等の
作成・周知などの普及啓発を実施

・県ＨＰやエコ10だより等の各種広報媒体
やイベント等を通じて、マイエコ10宣言の
普及を図るとともに、地球温暖化防止活動
推進員の活動を支援
・九都県市共同によるキャンペーンや、省
エネ家電への買替の普及啓発ポスター等の
作成・周知などの普及啓発を実施

( 9,425 ) *1 *2

中小規模事業者省
エネルギーサポー
ト事業費

県内の中小規模事業者の省エネルギー対策への取組
を支援するため、中小規模事業所への省エネ診断を
実施する。

・中小規模事業所への省エネ診断を実施
し、事業所における省エネ対策上の課題を
把握することにより、事業所の状況に応じ
た省エネ対策を提案

（令和４年度限りで終了） *2

中小規模事業者省
エネルギー設備導
入支援補助金

中小規模事業者のサプライチェーンの脱炭素化への
取組を支援するため、省エネ診断で提案された設備
の導入に対して補助する。

・県又は県が指定した機関が行う省エネル
ギー診断を受診し、提案した省エネ設備導
入をする中小規模事業者に対し、設備導入
に係る費用の一部を補助

・一定の要件を満たす省エネ設備を導入す
る県内の中小規模事業者に対し、設備導入
に係る費用の一部を補助

( 182,185 ) *1 *2

地球温暖化対策推
進条例施行費

県内の温室効果ガス削減に向けた取組の促進を図る
ため、一定規模以上の事業活動・建築物・開発事業
についての計画書制度を着実に運用する。

・事業者から提出された計画書等を審査す
るとともに、事業活動計画書制度について
は計画未達成の事業所に現地調査を実施す
る等、事業者の温室効果ガスの削減に向け
た取組を促進

・計画書の審査の他、事業者に対する指導
助言等により、事業者等の自主的な温室効
果ガスの削減を促進させ、「神奈川県地球
温暖化対策計画」の目標の達成を目指す

( 5,347 ) *1 *2

かながわ再エネ電
力利用応援プロ
ジェクト

再エネ電力を供給する小売電気事業者と利用する県
内企業等の双方を応援し、再エネ電力に切り替えた
企業等に認定証を交付する。

・小売電気事業者の参加受付を行うととも
に、申請のあった県内企業等に対し、認定
証を交付
・県内市町村（一部除く）と事業連携を開
始（認定証の連名発行等）

・新規の小売電気事業者参加及び県内企業
等の再エネ利用を促進

○

かながわ再エネ
オークション

リバースオークション(せり下げ方式)の入札によ
り、再エネ電力を簡単に、できるだけ安く調達でき
る仕組みを無料で提供する。

・申込みがあった県内企業等の入札を行
い、再エネ電力の利用を促進
・複数の県内企業等を集め、まとめて入札
を行う共同オークションの取組を２回実施

・県内企業等に対し取組を周知し、再エネ
電力の利用を促進

○

市町村廃棄物処理
事業等指導費

市町村等における適正な廃棄物処理施設の整備促進
を図るため、連絡調整及び指導を行う。

・県西地域におけるごみ処理広域化・集約
化の調整に係る会議への参加（課長会議へ
の参加（11回）、担当者意見交換会への参
加（３回））

・県西地域におけるごみ処理広域化・集約
化の調整に係る会議への参加

( 2,210 ) *2

③
持
続
可
能
な
循
環
型
の
地
域
づ
く
り
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

県西地域新しいつ
ながり創出事業費

県西地域に新たな交流を創出するため、広域ワー
ケーションを推進するとともに、県西地域の課題を
住民同士で議論することができる機会を提供する。

・広域ワーケーションのモデル事業を実施
・地域活性化のためのオンラインシンポジ
ウムの開催及びＳＮＳ上の議論の場の実
施、地域活性化の活動を行う方のための総
合的な相談窓口を設置

・広域ワーケーションのモデル事業を実施
・地域活性化のためのオンラインシンポジ
ウムの開催及びＳＮＳ上の議論の場の実
施、地域活性化の活動を行う方のための総
合的な相談窓口を設置

8,645

提案型事業の実施
地域の方々が、自ら地域課題に取り組めるようにア
イデアを募集し、県が必要な支援を行ってアクショ
ンにつなげる事業を実施する。

・３件採択 ・令和４年度に引き続き実施 ( 1,000 )

働き方改革推進事
業費

働き方改革の推進に取り組むとともに、新型コロナ
ウイルス感染症への対応として広まったテレワーク
等がもたらした、新たな働き方やワーク・ライフ・
バランスの取組の流れを後戻りさせることなく、引
き続き推進することで、誰もがいきいきと働くこと
ができる社会の実現を目指す。

・テレワーク導入補助金の実施
・テレワークアドバイザー派遣の実施
・テレワーク導入・活用セミナーの実施

・テレワーク・ICT活用アドバイザー派遣
の実施
・テレワーク・ICT活用に関するセミナー
の実施

( 15,341 ) *2

働き方改革推進事
業費（新型コロナ
対策）

「新しい生活様式」等を踏まえ、テレワークの整備
を図ろうとする県内企業を支援し、労働者の多様な
働き方を可能とする環境の整備促進を図る。

・テレワーク導入補助金の実施
・テレワークアドバイザー派遣の実施
・テレワーク導入・活用セミナーの実施

・テレワーク・ICT活用アドバイザー派遣
の実施
・テレワーク・ICT活用に関するセミナー
の実施

( 22,000 ) *2

鳥獣被害対策事業
費補助（団体）

野生鳥獣による被害対策等の効果的な実施を図るた
め、市町村等で構成する団体が行う捕獲等の取組に
対して補助する。

・足柄上地区有害鳥獣被害防止対策協議会
への補助を実施

・足柄上地区有害鳥獣被害防止対策協議会
への補助を実施

1,059

かながわホーム
ファーマー・農業
サポーター事業費

農地の有効活用を図るため、耕作放棄地を借り受け
て復旧し、野菜や柑橘類の栽培研修付き農園を開設
する。また、一定の栽培技術と意欲のある都市住民
をかながわ農業サポーターとして認定し、サポー
ターが耕作する農地の復旧や貸借の支援を行う。

・かながわホームファーマー体験研修農園
の開設（中井町）
・オレンジホームファーマー体験研修農園
の開設（小田原市、大井町）
・かながわ農業サポーターの認定（小田原
市、中井町、大井町）

・かながわホームファーマー体験研修農園
の開設（中井町）
・オレンジホームファーマー体験研修農園
の開設（小田原市、大井町）
・かながわ農業サポーターの認定（市町未
定）

( 12,358 ) *2

漁業就業・定着化
促進支援事業費

本県の漁業就業者は減少傾向であり、高齢化も進ん
でいることから、水産物の安定供給及び地産地消の
推進を図っていくためには、漁業者の確保が急務で
ある。そこで、将来性のある就業希望者に対して就
業及び定着化のための支援を行う。

・漁業に関心のある若者を対象とした漁業
就業セミナーや漁業体験研修の開催
・「かながわ漁業就業促進センター」によ
る準備段階研修及び漁業現場での長期研修
の実施

・漁業に関心のある若者を対象とした漁業
就業セミナーや漁業体験研修の開催
・新規就業者を対象とした資格取得の支援
・漁業協同組合等を対象とした地域での人
材育成・確保に向けたセミナーの開催

( 4,606 ) *2

④
多
様
な
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

かながわ森林塾推
進事業費

森林整備量の動向や高齢化に対応した林業労働力の
量的確保を図ると共に、多彩な森林づくりや間伐材
搬出に対応した林業労働力の質的確保を図るための
各種研修を行う。

・林業就労希望者向け研修の実施
・既就労者向けスキルアップ研修の実施

・林業就労希望者向け研修の実施
・既就労者向けスキルアップ研修の実施

( 70,761 ) *2

地域ぐるみ鳥獣被
害対策推進費

市町村や住民が地域ぐるみで取り組む鳥獣被害対策
を支援するため、かながわ鳥獣被害対策支援セン
ターが専門的観点からの技術的支援や人材の育成な
どを行うとともに、ツキノワグマの被害防止の強化
に取り組む。

・地域ぐるみ対策の立ち上げを支援
・広域的なデータ分析・対策検討・効果検
証
・専門的観点からの技術的支援
・かながわハンター塾２ndステージを実施
・農業従事者狩猟免許取得推進事業を実施
・かながわ鳥獣被害対策アドバイザー制度
を実施
・クマ個体識別・行動把握業務委託を実施
・野生鳥獣行政担当職員研修を実施

・地域ぐるみ対策の立ち上げを支援
・広域的なデータ分析・対策検討・効果検
証
・専門的観点からの技術的支援
・かながわハンター塾２ndステージを実施
・農業従事者狩猟免許取得推進事業を実施
・かながわ鳥獣被害対策アドバイザー制度
を実施
・クマ個体識別・行動把握業務委託を実施
・野生鳥獣行政担当職員研修を実施

( 27,451 ) *2

鳥獣被害緊急対策
事業費

鳥獣被害の拡大を防ぐため、市町村と一体となって
行う対策強化のための経費や広域獣害防護柵の補修
経費に対して補助するとともに、イノシシやシカの
捕獲奨励補助金を交付する。

・市町村に対し、有害鳥獣捕獲奨励補助
金、広域獣害防護柵補修事業費補助金及び
多様な主体による活動スタートアップ事業
費補助金を交付

・市町村に対し、有害鳥獣捕獲奨励補助
金、広域獣害防護柵補修事業費補助金及び
多様な主体による活動スタートアップ事業
費補助金を交付

( 8,238 ) *2

水源保全地域シカ
緊急対策事業費

水源保全上重要な丹沢大山において、林床植生の回
復・衰退防止を図るためシカの捕獲実施者に対し奨
励金を支給する。

・交付実績なし
・水源保全地域でのシカの捕獲において奨
励金を交付

( 1,000 ) *2

鳥獣被害防止特別
措置事業費補助
（団体）

市町村や農業協同組合等で構成する地域協議会が被
害防止計画に基づいて行う鳥獣被害対策を支援する
ため、侵入防止柵の整備や捕獲などの取組に対して
補助する。

・地域協議会が、市町村が策定した被害防
止計画に基づいて行う鳥獣被害対策の取組
に対し、国からの交付金を交付

・地域協議会が、市町村が策定した被害防
止計画に基づいて行う鳥獣被害対策の取組
に対し、国からの交付金を交付

( 82,500 ) *2

ヤマビル被害対策
事業費補助（市町
村）

深刻化するヤマビル被害に対応するため、市町村が
地域ぐるみで実施する環境整備活動等のヤマビル対
策に対して補助する。

・市町村が地域ぐるみで実施する環境整備
活動等のヤマビル対策に係る経費に対して
補助を実施

・市町村が地域ぐるみで実施する環境整備
活動等のヤマビル対策に係る経費に対して
補助を実施

( 1,215 ) *2

特定鳥獣（シカ・
サル）保護管理事
業費

ニホンジカ管理計画及びニホンザル管理計画に基づ
き、丹沢大山の自然植生回復のためのシカ管理捕獲
やシカ・サルの生息状況調査等を実施する。

・ニホンジカの管理捕獲を実施
・ニホンジカ、ニホンザルの生息状況調査
を実施

・ニホンジカの管理捕獲を実施
・ニホンジカ、ニホンザルの生息状況調査
を実施

( 21,742 ) *2
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

指定管理鳥獣捕獲
等事業費

集中的かつ広域的な管理が必要な「指定管理鳥獣」
として国が定めているイノシシは、農作物への被害
の増加や生息分布域の拡大による人身被害、生活被
害の発生も懸念されているため、イノシシ管理計画
に基づく捕獲等の取組を実施する。

・横須賀三浦地域において、イノシシの生
息状況調査、個体群管理のための捕獲を実
施

・横須賀三浦地域において、イノシシの生
息状況調査、個体群管理のための捕獲を実
施

( 6,358 ) *2

鳥獣被害防止特別
措置事業費

農業被害防止対策等に活用するため、有害鳥獣の行
動分析等を実施する。

・市町村が収集するニホンザルの位置情報
及び対策の記録や被害発生状況、対策状況
をとりまとめ、ＧＩＳソフトを用いた地図
情報に加工
・ニホンザルの捕獲個体分析調査を実施
・ニホンザルの位置情報を広域的に把握す
るため、ＧＰＳ発信器付き首輪を購入
・豚熱の感染確認エリアにおいてイノシシ
の生息状況調査を行い、分布傾向や想定さ
れる移動経路等の生息動向を把握

・市町村が収集するニホンザルの位置情報
及び対策の記録や被害発生状況、対策状況
をとりまとめ、ＧＩＳソフトを用いた地図
情報に加工
・ニホンザルの捕獲個体分析調査を実施
・ニホンザルの位置情報を広域的に把握す
るため、ＧＰＳ発信器付き首輪を購入
・豚熱の感染確認エリアにおいてイノシシ
の生息状況調査を行い、分布傾向や想定さ
れる移動経路等の生息動向を把握

( 7,806 ) *2

丹沢大山保全・再
生対策事業費

丹沢大山において、丹沢大山及び周辺地域の植生回
復と衰退防止を図るため、中高標高域におけるシカ
管理捕獲を実施する。

・丹沢大山地域および箱根山地域の水源林
整備地やその周辺地において、猟犬を用い
た巻狩りによるシカ管理捕獲を実施
・森林整備と一体化したシカ管理手法を検
討するため、ワナ等を用いた新たな捕獲手
法を試験的に実施
・ワイルドライフレンジャーにより高標高
山稜部等の捕獲困難地において、シカ管理
捕獲を実施
・シカ管理捕獲の事業効果を検証するた
め、シカの生息状況等のモニタリングを実
施

・丹沢大山地域および箱根山地域の水源林
整備地やその周辺地において、猟犬を用い
た巻狩りによるシカ管理捕獲を実施
・管理捕獲従事者研修を実施し、担い手の
育成を図る
・森林整備と一体化したシカ管理手法を検
討するため、ワナ等を用いた捕獲を実施
・持続可能な個体数調整検討のため、委託
による単独捕獲を実施
・ワイルドライフレンジャーにより高標高
山稜部等の捕獲困難地において、シカ管理
捕獲を実施
・シカ管理捕獲の事業効果を検証するた
め、シカの生息状況や植生回復状況等のモ
ニタリングを実施

( 221,712 ) *1 *2

自然環境保全対策
事業費

良好な自然環境の維持・保全の一助とするため、希
少種であるツキノワグマの生息状況を把握する。

・ツキノワグマ生息モニタリングの実施 ・ツキノワグマ生息モニタリングの実施 ( 8,880 ) *1 *2

生物多様性保全基
盤整備事業推進費

特定外来生物であるアライグマの捕獲に向け、生息
分布を把握するためのモニタリング調査を実施する
とともに、分布拡大地域におけるクリハラリスを防
除する。

・アライグマの生息分布を把握するモニタ
リング調査を実施

・アライグマの生息分布を把握するモニタ
リング調査を実施するとともに、クリハラ
リスの防除を実施

( 3,037 ) *2
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

小田原特定漁港漁
場整備事業費（公
共事業）

・県西地域の水産物の生産流通加工拠点機能を確保
するとともに、小田原漁港の多目的利用を推進する
ことにより、都市住民との交流を図る。
・背後に住宅等が密集し、高潮や高波の影響を強く
受ける海岸において、人命・資産を防護するため、
海岸保全施設を整備する。

・小田原漁港等の整備 ・小田原漁港海岸の整備 285,000

農道整備事業費
（公共事業）

農産物の集出荷作業の省力化や流通の改善等を図る
ため、広域農道等の整備を行う。
（広域農道小田原湯河原線、基幹農道（小田原市早
川石橋、中井町井ノ口東））

・広域農道小田原湯河原線、基幹農道（小
田原市早川石橋地区）の整備を実施

・広域農道小田原湯河原線の整備を実施 848,000 *2

農業用施設防災対
策事業費（公共事
業）

豪雨・地震などの影響により、農業用施設が周辺地
域へ被害を及ぼすことを未然に防止するため、用排
水路等の整備・補強を行う。
（酒匂川沿岸地区）

令和４年度休止 令和５年度休止 *2

農業用施設防災対
策事業費補助（公
共事業）

豪雨・地震などの影響により、農業用施設が周辺地
域へ被害を及ぼすことを未然に防止するため、市町
村が行う農道強の補強等に対して補助する。
（南足柄地区・根府川地区）

・農道橋の補強等の整備に対する補助を実
施（南足柄市南足柄地区・小田原市根府川
地区）

・農道橋の補強等の整備に対する補助を実
施（南足柄市南足柄地区・小田原市根府川
地区）

45,850 *2

農道整備事業費補
助（公共事業）

農産物の集出荷作業の省力化や流通の改善等を図る
ため、市町村が行う一般農道等の整備に対して補助
する。

・一般農道の整備に対する補助を実施（小
田原市小田原地区、中井町中井地区、南足
柄市南足柄地区）

・一般農道の整備に対する補助を実施（小
田原市小田原地区、中井町中井地区、南足
柄市南足柄地区）

16,410 *2

県営ほ場整備事業
費（公共事業）

農地の規模拡大による生産性の向上、農業経営の安
定、担い手の育成に資するため、ほ場（田や畑など
の耕地）の区画整理、農道、水路等の整備を行う。

・ほ場（田や畑などの耕地）の区画整理、
農道、水路等の整備を実施（南足柄市内山
地区、小田原市千代地区）

・ほ場（田や畑などの耕地）の区画整理、
農道、水路等の整備を実施（南足柄市内山
地区）

41,000 *2

農地保全事業費
（公共事業）

急傾斜地帯における農地の降雨による土壌浸食や崩
壊を受けることを防止するため、排水路、農道等の
農地にかかる施設の整備を行う。

・排水路、農道等の農地にかかる施設の整
備を実施（小田原市曽我別所地区、小田原
市曽我谷津地区）

・排水路、農道等の農地にかかる施設の整
備を実施（小田原市曽我別所地区、小田原
市曽我谷津地区）

26,570 *2
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

湛水防除事業費
（公共事業）

流域の開発や宅地化により排水施設への流入量が増
大し、農産物や農業用施設に水没等の被害が生じて
いる地域において、排水機、排水路等の整備を行
う。

・農業用排水路等の整備を実施（小田原市
鬼柳地区）

・農業用排水路等の整備を実施（小田原市
鬼柳地区）

96,800 *2

セレクト神奈川Ｎ
ＥＸＴ補助金

市場の創出や拡大が見込まれる成長産業の企業等の
立地の促進と、高度な産業集積の維持・発展を図る
ため、県外・国外から立地する企業の土地・建物・
設備への投資に対して補助するとともに、県内企業
の再投資に対して補助する。

・県内企業の再投資１件について、企業立
地促進補助金の認定を実施

・引き続きセレクト神奈川ＮＥＸＴによる
プロモーションを行い、県西地域への立地
を促進

( 538,536 ) *2

企業誘致促進賃料
補助金

多様な立地形態に合わせた支援を行うため、県外か
ら立地する企業や外国企業の運営拠点に係る賃料に
対して補助する。

・県外企業１件の企業立地について、企業
誘致促進賃料補助金の認定を実施。

・引き続きセレクト神奈川ＮＥＸＴによる
プロモーションを行い、県西地域への立地
を促進

( 14,693 ) *2

６次産業化支援体
制整備事業費

生産から加工・販売までを一体化する取組み（６次
産業化等）を推進するため、人材育成のための研修
会の実施、６次産業化を目指す生産者の相談対応等
を行う神奈川県農山漁村発イノベーションサポート
センターを委託により設置、運営する。
また、地域の社会的課題と経済性の向上を両立する
ため、地域資源を生かしたビジネスを創発する。

・６次産業化等を指向する生産者に対して
基本的な知識の習得し、実習する人材育成
研修会の実施
・６次産業化に開始から実施後の相談に対
応するため、サポートセンターを開設・運
営し、支援対象者に対する専門家支援等を
実施

・６次産業化等を指向する生産者に対して
基本的な知識の習得し、実習する人材育成
研修会の実施
・６次産業化に開始から実施後の相談に対
応するため、サポートセンターを開設・運
営。支援対象者の選考や専門家派遣を実施
・地域資源を活用した新たなビジネスの創
発を実施

(18,750) *2

かながわの魚販売
促進事業費

ＤＨＡなど健康に良い成分を豊富に含む県産水産物
について、生鮮水産物の普及を促進するとともに、
流通実態や消費者ニーズを反映した加工品を開発・
普及して、県民の豊かな食と健康の保持・増進を図
る。

・手軽に食べられる水産加工品の開発・普
及・広報
・水産物等のブランド化の推進、消費拡大
に向けたイベント等の実施

・手軽に食べられる水産加工品の開発・普
及・広報
・水産物等のブランド化の推進、消費拡大
に向けたイベント等の実施

( 1,323 ) *2

イノベーション人
材交流拠点事業費

県内各地域の起業家創出拠点において、起業準備者
に対し、起業の実現に向けた実践的なプログラムや
先輩起業家との交流機会を提供し、神奈川発の起業
家の創出促進を図る。

・市町村や民間が設置・運営する「起業支
援拠点」において、起業に向けた実践的な
支援プログラムの提供をはじめ、拠点のコ
ミュニティに集うベンチャー企業や起業準
備者、地域の協力者との交流を促進する。
令和元年度に鎌倉で開始した「HATSU鎌
倉」の取組を令和４年度から県央地域及び
県西地域においても開始。県西地域につい
ては、小田原市が設置した拠点「Work
Place Market ARUYO ODAWARA」において事
業を実施

・市町村や民間が設置・運営する「起業支
援拠点」において、起業に向けた実践的な
支援プログラムの提供をはじめ、拠点のコ
ミュニティに集うベンチャー企業や起業準
備者、地域の協力者との交流を促進する。
令和４年度に引き続き、鎌倉及び県央地
域、県西地域において実施

14,652
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

箱根ジオパーク推
進事業費

ジオパーク活動を通じて、箱根火山及び周辺地域の
地質資源を地域が一体となって保全するとともに、
新たな観光資源や研究教育活動及び地場産業の振興
に活用することで地域の活性化につなげる。

・箱根ジオパークのガイド養成講座の実施
・箱根ジオパーク推進協議会への負担金支
出

・箱根ジオパークのガイド養成講座の実施
・箱根ジオパーク推進協議会への負担金支
出

3,600

水源地域活性化事
業費

水源地域活性化推進協議会と連携しながら、水源地
域の活性化や水源環境の理解促進に向けて、多様な
情報の発信や、水源地域の資源を生かした事業の支
援等を行う。

・水源地域住民と都市地域住民の体験交流
支援事業の補助

・水源地域住民と都市地域住民の体験交流
支援事業の補助

( 12,088 ) *2

「いこいの村あし
がら」の環境整備

いこいの村は足柄上地域における集客において重要
な施設であるため、利用者拡大に繋がる施設の再編
成や地域振興に繋がる集客力のあるサービス提供・
運営を実施する事業継承者への円滑な業務の移管及
び財団の解散・清算、清算法人の清算結了に向けた
支援を行っていく。

・引き続き財団から事業継承者への経営ノ
ウハウの継承等により事業の円滑な移管に
努めた
・県は財団の出捐者として事業の円滑な移
管及び財団の解散・清算に向けて適切な指
導助言を実施

・清算法人の清算結了に向けて、適切な指
導助言を実施

〇

県西地域未病改善
実践普及事業費

（再掲）

かながわ認定観光
案内人認定事業費

外国人観光客の誘致を促進するため、自然、歴史、
食、文化などの観光コンテンツに高い専門性を有す
る通訳ガイドを育成し、「かながわ認定観光案内人
（Official Kanagawa Tour Guide）」として認定す
る。

・座学の実施（９回）
・体験会の実施（２回）
・講座を受講し、自らオンライン旅行サイ
トで旅行商品を掲載した方を「かながわ認
定観光案内人」として認定

・座学の実施（10回）
・体験会の実施（２回）
・講座を受講し、自らオンライン旅行サイ
トで旅行商品を掲載した方を「かながわ認
定観光案内人」として認定
また、令和４年度に認定した20名の案内人
のフォローアップ研修の実施

( 4,500 ) *2

神奈川県観光魅力
創造協議会運営事
業費

令和４年度までに開発した富裕層向け観光コンテン
ツの時点更新及び磨き上げを行うとともに、富裕層
に訴求するアドベンチャーツーリズム等に係るコン
テンツの開発等を行い、観光消費額の増加につなげ
る。

・富裕層向け観光コンテンツの開発（６か
所）
・モニターツアーの実施（５回）
・観光商談会の実施（２回）
・新規モデルコースの作成（５本）

・富裕層向け観光コンテンツの開発（５か
所）
・モニターツアーの実施（６～８回）
・観光商談会の実施（２回）
・新規モデルコースの作成（５本）

( 11,225 ) *2

ねんりんピック開
催費

令和４年11月に開催する第34回全国健康福祉祭神奈
川・横浜・川崎・相模原大会（愛称：ねんりんピッ
クかながわ2022）を成功させるため、共同主催者で
ある政令市及び交流大会を開催する市町等と連携し
て、大会運営や機運醸成等に取り組む。

・ねんりんピックかながわ2022における交
流大会を開催する市町実行委員会に対して
補助

（令和４年度限りで終了） *2
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

スポーツツーリズ
ム推進事業費

海、山、川、湖など神奈川の豊かな自然環境を生か
し、本県の魅力あるアウトドアフィールドを活用し
た広域的なアウトドアスポーツツーリズムなどを推
進し、様々な主体と連携しながらスポーツを通じた
地域活性化に取り組む。

「スポーツ資源調査」や「モニターツ
アー」を実施しながら、有識者会議による
意見を踏まえ、神奈川らしいスポーツツー
リズムの取組の方向性に関する検討を実施

サイクルツーリズムを推進するため、次の
事業を実施する予定
・サイクルルートプランの作成
・サイクルラック等の設置
・アプリ・ウェブサイトによる情報発信
・イベントの開催
・様々な主体によるニーズや意見を共有す
る場としてのプラットフォームの運営

( 20,668 ) *2

国内観光プロモー
ション事業費

観光客の誘致促進を図るため、デジタル技術を活用
したプロモーションを展開するとともに、鉄道事業
者やガイド団体、地域と連携した取組等を行う。

・かながわ鉄道割の実施【中止】
・大河ドラマゆかりの地デジタルスタンプ
ラリーの実施
・各地域県政総合センターとの連携事業の
実施
・ＪＲとの連携冊子の作成
・各種パンフレットの改訂

・かながわ鉄道割の実施
・デジタルプロモーション
・東海道の魅力のＰＲに取り組む地域団体
と連携したプロモーション
・各地域県政総合センターとの連携事業
・ＪＲとの連携冊子の作成
・各種パンフレットの改訂

( 191,079 ) *2

観光客受入環境整
備費補助

観光客が快適に滞在できる環境づくりや新たな観光
需要に対応するため、多言語表記等の整備やマイク
ロツーリズム、DX整備等に取り組む民間事業者等に
対して補助する。

・外国語表記、トイレ整備、新たな観光需
要への体制整備等に取り組む民間事業者等
に対する補助

・外国語表記、トイレ整備、新たな観光需
要への体制整備等に取り組む民間事業者等
に対する補助

( 30,225 ) *1 *2

かながわ旅割実施
事業費

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受け
た観光事業者を支援するとともに、地域経済を活性
化させるため、県内旅行の割引を実施する。

・県内旅行割引の実施 （令和４年度限りで終了）

観光需要喚起策実
施事業費

新型コロナウイルス感染症により落ち込んだ観光需
要を喚起するため神奈川県内の旅行に対する割引を
行う。

・県内旅行割引の実施 ・県内旅行割引の実施（繰り越した場合） ( 7,195,788 ) *2

県西地域新しいつ
ながり創出事業費

（再掲）

認定協定活動団体
支援事業費補助

里地里山の保全等を促進するため、里地里山活動協
定の認定を受けた団体が行う里地里山の保全等の活
動に対して補助する。

・２市１町の８団体（小田原市２、南足柄
市３、松田町３）の活動に対して補助を実
施

・２市１町の８団体（小田原市２、南足柄
市３、松田町３）の活動に対して補助を実
施

( 8,391 ) *2

水源地域活性化事
業費

（再掲）
・水源地域と都市地域の小中学校等交流事
業の補助

・水源地域と都市地域の小中学校等交流事
業の補助

*2

水源地域活性化事
業費

（再掲）
・案内人後継者育成事業の実施
・案内人連絡会議の開催

・案内人後継者育成事業の実施
・案内人連絡会議の開催

*2

県西地域新しいつ
ながり創出事業費

（再掲）
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県西地域活性化プロジェクト関係事業の取組状況（県分） （参考資料２）

プロジェクト
(県西地域)分
の金額を区分
できるもの

プロジェクト(県
西地域)分の金額
を区分できない
もの

ゼロ予算で
取り組むも
の等

プロジェクト 事業・取組の名称 事業概要

令和５年度事業費（千円）

事業費
に関す
る注

令和４年度の実施内容 令和５年度の予定

ＳＤＧｓつながり
ポイント事業費

県民一人ひとりが地域の社会的課題解決に取り組む
ことで、地域における「つながり」を生み出し、Ｓ
ＤＧｓの自分事化も後押しする「ＳＤＧｓつながり
ポイント」を市町村等と連携して推進する。

・小田原市にて「人と人がつながること」
「地域と人がつながること」「地域によい
こと」をテーマにイベントへの参加やＳＤ
Ｇｓにつながる行動を促し、「地域活性
化」や「ＳＤＧｓの自分ごと化」に取り組
んだ

・令和５年度も引き続き、小田原市にて
「ＳＤＧｓつながりポイント事業」を実
施、ユーザー数やスポット数の増加等と
いった地域内での更なる普及に向け、小田
原市と連携して推進

( 11,962 ) *2

未来社会創造推進
事業費

新型コロナウイルス感染症の拡大によるコミュニ
ティ活動停滞等の課題に対応するため、市町村や民
間企業等と連携した取組を進め、コミュニティの再
生・活性化を図る。

・かながわコミュニティ再生・活性化推進
会議
　「自治会加入促進に向けた取組につい
て」等をテーマとした課題別ワーキングを
年度末までに６回開催予定（オンライン）
・コミュニティ再生・活性化モデル事業
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より停滞したコミュニティ活動の再開を後
押しするため、民間事業者と連携し「コ
ミュニティ再生・活性化モデル事業」を実
施
　■協力事業者数：11者
　■実施件数：15団体15件（R5.3月末時
点）

・かながわコミュニティ再生・活性化推進
会議の開催
・民間事業者と連携し、「コミュニティ再
生・活性化モデル事業」を実施、横展開

( 2,759 ) *2

県西地域新しいつ
ながり創出事業費

（再掲）

道路改良費
多様な交流を支える道路網の整備を図るため、道路
の新設、現道の拡幅及び線形改良を行う。
（県道709号(中井羽根尾)）

・県道709号(中井羽根尾)などで、道路改
良工、用地補償を実施

・県道709号(中井羽根尾)などで、道路改
良工、用地補償を実施

398,000 *2

立体交差事業費
鉄道と道路の平面交差による道路交通障害箇所の立
体交差化を図る。
（都市計画道路穴部国府津線他）

・都市計画道路穴部国府津線他で橋梁詳細
設計を実施

・都市計画道路穴部国府津線他で用地補償
を実施

61,851 *2

街路整備費

都市における円滑な交通を確保するとともに、良好
な市街地形成を図るため、都市計画道路の新設・改
良を行う。
（都市計画道路金子開成和田河原線）

・都市計画道路金子開成和田河原線などで
用地補償、物件調査委託、改良工事を実施

・都市計画道路金子開成和田河原線などで
用地補償、物件調査委託、改良工事を実施

2,453,849 *2

農道整備事業費
（公共事業）

（再掲）
広域農道小田原湯河原線、基幹農道(小田
原市早川石橋地区)の整備を実施

広域農道小田原湯河原線の整備を実施 848,000

新東名高速道路建
設促進事業

新東名高速道路の早期開通を国や高速道路会社に要
望するなど、整備促進に取り組む。

国や高速道路会社へ新東名高速道路の早期
開通に係る要望活動を実施

国や高速道路会社へ新東名高速道路の早期
開通に係る要望活動を実施

〇

5,215,772

　*1：事業内容にプロジェクト関係事業とそれ以外のものが含まれ、プロジェクト分の金額を区分できないもの
　*2：事業対象となる地域が県西地域に限定されていないもの

⑪
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合計

〔事業費に関する注〕
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